予算要求資料
平成27年度　　支出科目　款：警察費　 項：警察活動費 　目：交通指導取締費
	事業名　通信指令室維持管理費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　警察本部　地域部　通信指令課　電話番号：058-271-2424（内 3611）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c18885@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　520,299千円　（前年度予算額：533,313千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	533,313
	0
	0
	0
	0
	0
	9,787
	0
	523,526

	要求額
	520,299
	0
	0
	0
	0
	0
	9,787
	0
	510,512

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      通信指令課には、１１０番通報（平成25年126,818件(3.3分に1回)）に対応するため、「総合通信指令システム」が整備されている。

「通信指令室のシステム」は、「総合通信指令システム」「緊急配備支援システム」「緊急車両情報通信システム」等で構成され、情報の共有化により、110番通報受理、パトカー等に対する指令、緊急配備の発令、緊急車両の現場臨場、大規模災害等の各種事案に対し、迅速的確な対応が可能となり初動警察活動の中心的役割を果たしている。
課題としては、県民の期待と信頼に応える強い警察を作り、「安全・安心なふるさと岐阜県づくり」に貢献するために、初動警察活動の要である各システムを常に最高の状態に保ち２４時間体制の運用を行う必要がある。
（２）事業内容

　　・　通信指令室各種機器の維持管理
　　・　総合通信指令システムの保守管理
　　・　緊急車両情報通信システムの借上げ
　　・　緊急配備支援システムの借上げ
　　・　緊急配備支援システムの応急対応経費
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県民の１１０番通報等に的確に対応するためのシステム機器の維持・保守経費で、県民の安全・安心の確保には欠くことのできない事業であり県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金　額
	事業内容の詳細

	需用費
	  20,861
	通信指令システム用消耗品、緊急配備支援システム端末電気代、緊急配備支援システムの路上装置等修繕料

	委託料
	  10,646
	映像モニター・メール１１０番システムの保守委託、総合通信指令システム保守管理委託

	その他
	488,792
	総合通信指令システム賃貸借、緊急車両情報通信システム賃貸借、緊急配備支援システム賃貸借など

	合　計
	 520,299
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「岐阜県長期構想」

　5-Ⅰ-4　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる
○警察の現場執行力を強化する

　
（２）国・他県の状況
　　　　全国の都道府県警察においても、総合通信指令システムを整備し、維持管理している。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県長期構想に基づき、社会情勢の変化に対応するため、１１０番通報等県民からの緊急通報に迅速・的確に対応できる総合通信指令システムを２４時間体制で運用するために各種システムを計画的に更新整備し、県民の安全・安心を確保する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	110番受理状況

	（H  ）
	127,340件（H24）
	126,818件（H25）
	71,677件
(H26.7末)
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　総合通信指令システムは、24時間・365日運用しており、同システムを安定稼働させ、県民の安全・安心を確保することが目的であるため、目標を設定することは困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　総合通信指令システム等各システムの安定稼働に必要な維持管理・保守を行った。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　総合通信指令システムの一部システムが平成２５年度に更新され、新システムとしての運用も軌道に乗り、各システムの安定稼働が行われた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　１１０番通報等に対する迅速・的確な対応を指揮する通信指令室は、初動警察活動の要であり、総合通信指令システムはその根幹をなしている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　年々増加する１１０番通報等に対して、総合通信指令システムを効率的に運用し、通信指令室と現場警察官との情報共有、警察官の効率運用等を図り、迅速・的確な対応を可能にしている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　各種システムの更新整備に当たっては、一部継続利用して予算軽減を図ったり、リンクするシステムの合理的な更新計画を模索するなど、総合的な更新整備計画によりシステムの運用を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　警察が取扱う事件・事故の多様化・スピード化等により、初動警察活動の困難性が増しており、新たな社会情勢の変化に対応するため、総合通信指令システムを定期的に更新整備し、高度化する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　１１０番通報等県民からの緊急通報に２４時間・３６５日、迅速・的確に対応するため、総合通信指令システム等の安定稼働に必要な維持管理、保守等を実施する。



